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Ⅰ．はじめに

19呂0年代半ば以降にイギリス・ニュージーランドなどのアングロサクソ

ン系諸国を中心に形成された行政運営理論にNPM〔New Public Manage－

ment）があり、それは公的部門に可能な限り民間企業の経営手法を導入

Lようとするマネジメント手法である。ただ、NPMの概念は多義的であ

り、国・地域・時代により概念に幅があるが、同業揖・成果の重視、州市
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場メ カ ニ ズ ム の 活用 ､ (ウ)顧客主義 へ の転換､ ( 1) ヒ エ ラ ル キ
ー の 簡素化がそ

の特徴と してあげられる ｡ こ のうち ､ 市場メ カ ニ ズ ム の活用 に つ い て は､

公的企業 の民営化
･ 民 間委託 ･ エ イ ジ ェ ン シ

ー
･ P F I な どがそ の 内容とさ

れ て い る ｡ そ して ､ 日本 の場合は中央よりむし ろ ､ 地方か ら N P M 型 の改

革が普及して きた
(1 )
｡ また ､ 民営化な どの市場 メ カ ニ ズ ム の活用 に より ､

｢ 行政 の守備範囲｣ を どうとらえ直すか の議論も行われ てきたと こ ろ であ

る
( 2 )

｡

さ ら に現在､ 民間開放が ほとん ど進展して お らず､ これ まで実施してき

た民間開放に関する取組み には限界があると の認識 に立ち ､ 官か ら民 へ の

事業移管を加速させるため の横断的手法として市場化テ ス トを位置づけ ､

早急 に導入 ･ 実施して い く必要性が唱われ て い る
( 3 )
｡

こ の 稿で は ､ こ れまで実施され てきた規制改革 ･ 民間開放 の推進や地域

再生推進における民間活力 の活用な どの 実施状況を見た上 で ､ 民営化の 問

題点にも触れ て い きた い ｡ 併せ て ､ 自治体に おけ る民営化の 中で ､ N P M

の 理念 ･ 手法が どの よう に反映され て い る かを検証して み た い ｡

Ⅱ . 民営化推進の手法

1
. 民営化の 定義と進展

民営化は狭義で は ､ 198 0 年代の 日本の 国鉄分割民営化や ､ イ ギリ ス の 国

有企業の株式売却による脱国有化な どの ､ 資産等を公共部門 の所有か ら民

間に移す所有形態の 変更を指すが ､ 広義で は民間委託
･ 規制緩和 ･ バ ウ チ

ャ
ー

･ 補助金 ･

フ ラ ン チ ャ イ ズな ども含まれ る ｡ 日本 におけ る狭義の民営

化の 例と して ､ 特別法により株式会社と して経営形態を変えて設立された

日本たばこ産業株式会社 . 日本電信電話株式会社等や ､ 国経営企業が根拠

法の 廃止 ･ 改正 に より商法上 の会社 に移行した日本航空株式会社 ･ 国際電

信電話株式会社等があ る が ､ 特 にJ R 各社 のうち東日本
･ 東海 ･ 西 日本旅
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客鉄道株式会社に つ い て は平成13 年6 月 の ｢ 旅客鉄道株式会社及び日本貨

物鉄道株式会社 に関する法律｣ 改正により ､ 定款変更､ 利益処分や損失処

理 ､ 代表取締役選任や解任 ､ 重要な財産 の譲渡 ､ 新株 ･ 社債 の発行な どの

事項に 国土交通大臣の認可が不要となり ､ 特殊会社から私鉄と同様に鉄道

事業法に基 づく営業が行われる こ と とな っ た ( 完全民営化) ｡

ま た ､ 日本道路公団な どの道路関係 4 公団の 民営化関係の 4 法案 (高速

道路株式会社法等) が平成16 年6 月 2 日 に 可決成立 し ､ 従来 の 4 公 団は(7)

政府 (地方公共団体) が給株主 の議決権の 3 分 の 1 以上 の株式保有､ ㈹代

表取締役の 選任等に国土交通大臣の認可が必要 ､ (ウ)当分 の 間は政府の債務

保証可能と い っ た扱しi が定められた 7 つ の 特殊会社とな っ た ｡

さら に ､ 郵政民営化法が平成17 年10 月14 日 に 成立 ( 総則 ･ 基本方針 ･ 株

式会社設立等の規定を除い て平成19 年10 月 1 日施行) し､ 郵便業務を行う

郵便事業株式会社､ 郵便窓口業務等を行う郵便局株式会社 ､ 銀行業を行う

郵便貯金銀行､ 生命保険業を行う郵便保険会社と ､ 郵便事業株式会社 ･

郵

便局株式会社の持株会社で ある 日本郵政株式会社の 5 つ の 株式会社が設立

される こ と となり ､ 従前の郵便貯金 ( 通常郵便貯金を除く) 及 び簡易生命

保険に つ い て は新た に設立される独立行政法人郵便貯金 ･ 簡易生命保険管

理機構が承継する こ ととな っ た ｡ そ して ､ 当面 は 日本郵政株式会社の発行

済株式の総数は政府が保有し､ 郵便事業株式会社等の 4 つ の 株式会社 の発

行済株式の総数は日本郵政株式会社が保有する こ と となるが ､ 郵便貯金銀

行及び郵便保険会社 の株式は10 年間 の移行期間中に全部を処分する ことと

され て い る ｡ こ れ により郵便貯金銀行､ 郵便保険会社 はそれぞれ銀行法 ､

保険業法に基 づく株式会社と して運営される こ と となる (完全民営化) ｡

こ の うち ､ 郵便事業株式会社 に つ い て は ､ ｢ あまねく公平にか つ ､ な る べ

く安 い料金 で｣ 郵便事業を行うこととされ て おり ､ さら に過疎地を含めた

サ ー ビス を維持するため郵便事業株式会社 の行う社会貢献業務や郵便局株

式会社 の行う地域貢献業務 へ の資金交付を目的とした社会 ･ 地域貢献基金

を持株会社であ る 日本郵政株式会社に設ける こ とと して い る ｡ こ れ は民営
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化後も万国郵便条約や郵便法 1 条で 規定して い る ユ ニ バ
ー サ ル (全国 一

律) サ
ー ビス を郵便事業にお い て保障する ため で ある

(4 )
｡

通常 ､ 民営化の目的として は ､ (a)政府によ る統制の排除 ､ (b)公 的部門 へ

の 民間手法 の導入 ､ ( c)競争の促進 ､ (d)国有企業株式の売却に よる政府収入

の増加 ､ ( e)脱国有化に よる補助金削減 - 政府支出 の 削減があげられ て い

る
( 5 )
｡ そ して ､ こ れ ら の 国 ･ 自治体 の行政組織の 外で従来行政機関が担 っ

て きた事務 ･ 事業を民間が行う こ と に関連して ､ 行政組織内部でも民間企

業にお ける業績評価制度や組織管理
. 経営手法 の導入が行われ て きて い

る ｡ こ の他に ､ 似 た ような概念として自由化や規制媛和があり ､ 自由化は

貿易や市場参入に関する規制 の緩和を指し ､ 規制緩和とは内容が重複する

概念 である ｡

規制緩和とは ､ 産業や事業に対する政府の規制を縮小する こ とを指し ､

市場主導型が望まし い と考えられ る際に と られる基本的な政策手法の
一

つ

で ある ｡ 逆 に言えば､ 規制 が必要な場合は市場原理に任せ て おけな い 分野

(市場の 失敗等) があ る か ら に他ならな い ｡ 規制 の内容として は ､ 法令に

よ る事業規制や参入規制 ､ 安全性 ･ 技術基準 の設定､ 資源割当な ど企業活

動 の様々 な側面 に関連してくるも の で ある ｡ 規制媛和は様々 な施策の展開

の 中で個 々 に規制 の 見直しが行われ て きたが ､ 1 9 8 0 年代以降は第二次臨時

行政調査会 (第二次臨調) ･ 臨時行政改革推進審議会 (行革審) と い っ た

行政改革の推進機関に よ る規制 の見直しが行われ てきた の で ある
( 6 )
｡

1 9 9 0 年代 に お い て は ､ 規制緩和は経済の活性化 ､ 内需 の拡大を図る観点

から ､ 経済対策の主要な柱 の
一

つ とさ れ ､ 19 95 年 ( 平成 7 年) の ｢ 規制緩

和推進計画 ( 閣議決定)｣ ､ 1 9 9 8 年 ( 平成10 年) の ｢ 規制緩和推進3 か年計

画 ( 閣議決定)｣ - と受け継がれ て い く ｡ ｢ 規制緩和推進計画｣ 以降6 年間

の 成果と して は ､ ( a)金融 シ ス テ ム改革､ (b) 医薬品の カ テ ゴリ
ー

見直し ､ ( c)

国内航空運送事業の規制緩和 ､ (d)建築確認 ･ 検査 に おける民間活用な どが

あげられ て おり ､ 既 に実現 したも の や現在まで持ち越し にな っ て い るもの

もあ る
( 7 )
｡
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平成 7 年12 月14 日 に出 され た行政改革委員会 の 規制緩和 の推進 に関する

意見 (第
一

次) ｢ 光り輝く国をめ ざし て｣ で は ､ 規 制緩和推進 の基本認識

として ､ ｢ 日本人 ､ 仲間 ､ 画
一

､ お 上依存､ 大きな政府､ 横 並 び ､ も た れ

合 い ､ 統制 ､ 単 一 価値観の 閉鎖的な和や秩序｣ を中心とす る考え方 ･ 仕組

み から ｢ 国際的 に開かれた ､ 世界から魅力あると思われ る ､ 小 さ な政府､

個性的 ､ 自立 ､ 自由 ､ 多様な価値観が共存でき る｣ 方向に転換させる こ と

を唱 っ て おり ､ 分野別 の規制緩和項目で は ､ (7)農業生産法人に閲し､ 株式

会社の農業経営 - の か か わり方等 の検討､ (j)企業によ る病院経営の是非に

つ い て の検討､ (ウ〉企業に よ る指定訪問着護事業 へ の参入 の早急な検討な ど

があげられ て い る が ､ 民 間委託 ( ア ウ ト ソ
ー

シ ン グ) へ の 言及はな い ｡

こ の 後､ 行政改革会議 ( 平成 8 年1 1月設置) が平成 9 年12 月 3 日 に 出 し

た最終報告に ､ ｢ 行政機能 の減量 ( ア ウトソ
ー

シ ン グ) ､ 効率化等｣ の項目

が設けられ て い る が ､ こ の報告自体が国 の行政改革を推進 して い く目的で

書かれたも の で あり ､ 内閣機能 の 強化 ､ 新た な中央省庁 の在り方に多く の

頁を割 い て い る ｡ そ して ､ 表題 か らも何える ように ､ 事務事業の民営化､

民間移譲と言 っ て も ､ 行政機能の減量 ･ 効率化の観点から に他ならな い ｡

こ れらを行うに当た っ て は ､ 政府の企画立案機能と実施機能の分離と いう

基本的考え方に立 っ て ､ 外局 ( 実施庁) や独立行政法人活用が述 べ られ て

い る ｡ 民 間委託 の推進 は従来 の個々 の業務にお ける部分的委託 の み で は な

く ､ 包括的委託 の積極的採用と民間委託 の効率性検証 の必要性にも言及し

て い る ｡ こ の
′他に は ､ 規制行政 ･ 補助行政の見直しがあが っ て い る ｡

なお ､ 民 間事業と の比較で ､ 公企業が公的所有形態で経営され る メ リ ッ

ト ･ 意義と して ､ 民主的統制 ､ 情報公開や利用者参加 ､ サ
ー ビ ス の安定的

継続的供給 ､ 労働条件確保 の歯止 め ､ 他行政部門と の 統
一

的 ･ 系統的サ ー

ビ ス の 確保 ､ 秘密保持等 の 国民 の信頼確保 ､ 民 間事業の横暴な利潤獲得 の

規制な どがあげられる
( 8 )
｡
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2
. 規制改革 ･ 民間開放の推進

｢規制改革 ･ 民 間開放推進3 か年計画｣ が平成16 年3 月19 日 に閣議決定

された ｡ 政府は こ れま で 3 次 にわ た る ｢ 規制改革 (緩和) 推進計画｣ を策

定し推進してきたが ､ 平成15 年度でそれま で の 総合規制改革会議の 設置期

限が切れる の に伴 い ､ そ れを引き継ぐ形で16 年度 に内閣総理大臣の諮問機

関として民間人主体 の ｢ 規制改革 ･ 民間開放推進会議｣ が ､ また関係閣僚

で構成する ｢ 規制改革 ･ 民間開放推進本部｣ が設置され ､ こ れ を推進して

い く こ と になる ｡ ｢ 規 制改革 ･ 民 間開放推進 3 か年計画｣ の 目的は ｢民間

開放その他 の規制 の在り方の 改革 の積極的か つ 抜本的な推進を由り ､ 経済

社会の構造改革を
一

層加速｣ する こ と にある ｡ 規制の見直しに当た っ て は ､

(7) こ れまで 明らか にされた規制改革関連事項の着実 ･ 速やかな実施､ (j)社

会的安定機能 ( セ ー

フ テ ィ ネ ッ ト) の 確保 ､ (ウ)公的分野 の合理化 ･ 効率化

･ 民 間開放 ､ (⇒事業者における自己責任体制 の確立 ･ 情報公開等 の徹底 ､

(A
-

)事前規制型から事後チ ェ ッ ク型行政 へ の転換と新たな ル ー

ル の 創設 ､ 法

体系の抜本的見直し､ (J7)社会的に必要な規制 の実効性の確保 ･ 向上等の措

置 の実施があげられ て い る ｡ 特 に ､ ｢ 計画 の フ ォ ロ
ー

ア ッ プ等｣ の 中で は

公共サ
ー ビ ス 分野 に おける国 の事務 ･ 事業 の民営化 ､ 民 間 へ の 事業譲渡 ､

民 間委託 の積極的推進とその フ ォ ロ ー

ア ッ プの実施 ･ 公表が唱われ て い

る ｡ そ して ､ 国は こ の計画 ･ 方針を自治体にお い て も ､ 地方分権の精神を

尊重し つ つ ､ 積極的 に取り組むよう要請する こ とと して い る の で ある ｡

事後チ ェ ッ ク型行政 へ の転換に当た っ て は ､ 情報公開の 推進と第三者評

価 の推進がそ の措置として あげられ て い る が ､ そ の手法として ｢ 規制影響

分析 ( R e g ul at o r y l m p a ct A n al y si s)｣ を活用す る こ とと して い る
(9 )
0 ｢ 規

制影響分析｣ は19 80 年代以降に ア メ リ カ ･ イ ギリ ス 等に お い て活用が進ん

で い る評価手法で ､ 基本的に規制導入時に客観性 ･ 透明性を高めるため の

も の であるが ､ 規制 の修正 に際しても実施に当た っ て想定され る コ ス トや

便益と い っ た影響を客観的に分析し､ 公表す る こ と により ､ 客観性 ･ 透明
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性 の向上を目指そうとして おり ､ 評価手法が開発された時点で ｢行政機関

が行う政策 の評価 に関する法律｣ の枠組み の下 で義務付けを図るも の と さ

れ て い る ｡

具体的な項目として は ､ ( a)規制 の 内容(規制 の 目的
･ 必要性等を含む) ､

(b)規制 の費用分析 (規制実施によ る行政 コ ス ト､ 遵守コ ス ト､ 社会コ ス ト

の推計) ､ ( c)規制 の便益分析 ( 規制実施による産業界や国民 へ の 便益 ､ 社

会的便益 の推計) ､ (d)想定で きる代替手段と の比較考量 ､ ( e)規 制を見直す

条件､ (f) レ ビ ュ ー を行う時期とされ て い る ｡ 現在 ､ 例え ば表1 に掲げるも

の に つ い て規制影響分析書が作成され ､ 評価手法の 開発に向けた取り組み

が進められ て い る ｡

表 1 . 規制影響分析書の作成例

制 度 名 根 拠 法 令

M A R P O L 条約の1 9 9 7 年議 定書 の 締結 電気事業法施行規則及び発電用火力設

に伴うデ ィ ー

ゼ ル 発電機 の窒素酸化物

の排出及び使用燃料の 品質に係 る規制

備 に関する技術基準を定める省令

絶滅 のお それ の ある野 生動植物 の 種の 絶滅甲おそ れ の ある野生動植物の 種の

保存に関する法律に 基 づく国際希少野

生動植物種 の 追加 ､ 削除等

保存に 関する法律及 び同法施行令

JⅠS マ
ー ク 表示制度に お ける 登録認証

機関の 登録有効期間

工 業標準化法

荏) 経済産業省 ･

環境省資料か ら筆者が作成

こ の他､ 法令適用 (解釈) 事前確認 ( 日本版ノ ー ア ク シ ョ ン レ タ
ー

) 辛

続の導入 に つ い て は活用件数が少な い た め ､ 対象範囲の見直しを行うこ と

として い る ｡

｢ 規制改革 ･ 民 間開放推進3 か年計画｣ で は重点計画事項の ｢規制改革

推進の ため の ア ク シ ョ ン プラ ン｣ の 適切な実行の 中に ､ 個別 の項目があが

っ て い る が ､ 民 間活力の活用 の観点から主なも の をあげる と次 の と おり で
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ある ｡

(7) 構造改革特区における状況等を見なが ら ､ 検討を進めるものとして

は ､ 株式会社等による医療機関
･ 学校 ･ 特別養護老人ホ

ー

ム 経営の解

禁の検討を進める ｡

(/) 株式会社等によ る農地取得に つ い て は ､ 農業生産法人に対する株式

会社の出資制限を緩和する ｡

(ウ) 公共施設等に つ い て ､ P F I 選定事業者が行 い 得る業務の範囲を明確

にし ､
一

層 の 活動促進に資する ｡

(⇒ 公 の施設管理にお い て民間事業者が指定管理者とし て管理 ･ 運営を

行うことが できるも の に つ い て 明確 に し､ 活用の促進を図る ｡

(A
-

) 道路や河川等の公共施設を民間事業者が積極的に活用できるよう ､

占用許可等の弾力的運用が可能な措置を講 じる ｡

(力) 公 共サ
ー ビ ス 等 の 民間開放促進 の ため の手段と して ､ 市場化テ ス ト

導入 ･ 数値目標設定に つ い て の 調査 ･ 研究を行う｡

こ のうち ､ 数値目標設定は ､ ア メ リ カ で連邦政府業務棚卸法 ( F ed e r al

A c ti viti e s l n v e n t o r y R efわr m A ct) に 基づ き､ 各行政機関が実施して い

る業務のうち ､ 民間委託可能な業務をリ ス ト ア ッ プし ､ 公表する こ とを義

務付けられ て い る例を参考に調査 ･ 検討すると いうもの であ る ｡

市場化テ ス トに つ い て は ､ V で 詳 しく述 べ る ｡

Ⅲ . 民間活力の活用と地域再生 - の取り組み

1
. 地域再生推進プロ グラム の 決定

地域再生本部は平成15 年10月24 日 の 閣議決定により設置されたが ､ その

目的は ｢ 地域経済の 活性化と地域雇用の創造を ､ 地域 の視点から積極的か

つ 総合的に推進する ため｣ で あり ､ 本部長は内閣総理大臣であ る ｡ そ して ､

地域再生の基本的な考え方とし て は , (7) ｢ 構造改革なくして日本の再生と
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発展はな い｣ ､｢ 地方 に でき る こ と は地方に｣ ､｢ 民 間 に でき る こ とは民間に｣

等 の 基本理念を踏まえて ｢ 地方が自ら考え ､ 行動する ､ 国 は ､ こ れ を支援

する｣ ､ ㈹構造改革特区等で培われた地域 の自立 の精神と活性化 の芽を育

て ､ 加速 し定着させ る ､ (ウ)地域が再生の ため の 計画を策定し ､ 取り組む ､

( 1) 国は地域 の計画実現の ため ､ 規制緩和や権限移譲 ､ 施策の連携等に より

効率的 ･ 総合的支援を行う ､ (A
-

)国は行政サ
ー ビ ス の ア ウ ト ソ

ー シ ン グ阻害

表2 . 地域再生推進に対する取り組み状況 ( 地域再生本部資料より)

日 時 取 り 組 み 状 況

平成1 5 年1 0月24 日 地域再生本部発足 (第 1 回本部会合)

平成1 5 年12 月1 9 日 ｢ 地域再生推進の ため の 基本指針｣ 決定( 第 2 回本部会合)

平成1 6 年 1 月1 5 日

地域再生構想 の 提案募集締 め切り

提案主体数39 2 ( 自治体299 ､ 民間事業者等9 3)

構想数6 7 3 ( 構想数を支援措置数に換算す る と ､ 1 5 5 7 件)

平成1 6 年 2 月2 7 日

｢ 地域再生推進の ため の プ ロ グラ ム｣ 決定

(第 3 回本部会合)

実施可能とさ れた事項 の うち ､ 地域限定措置2 3 件 ､ 全国措

置118 件を決定

平成1 7 年 2 月1 5 日
｢ 地域再生推進の ための プ ロ グ ラ ム2 00 5｣ 決定

(第 6 回本部会合)

平成17 年 4 月 1 日 地 域再生法公布 . 施行

平成17 年 4 月2 2 日 ｢ 地域再生基本方針｣ 閣議決定

要因を把握し適切な対策を講ずる こ となどに より ､ 自治体 の ア ウ ト ソ
ー シ

ン グを促進させ る と い っ た こ とである
(10)
｡
こ れ は ､ 地域再生 の ため に は従

来型手法から転換する必要があ る と い う認識が根底にある ｡ 即ち ､ 従来の

国の施策は画
一 的で 地域 の実情や ニ ー ズ に応えて お らず､ 各地域も中央官

庁からの
一

律の制度の 下 で画
一

的な計画を立案する結果 ､ 地域 の実態や ニ

ー ズ に マ ッ チ しな い 非効率的な対策に陥 っ て い る と いうもの で あり ､ 地方
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分権推進 の現状認識と共通 したもの が見て と れ る ｡

地域再生 の推進の ため には ､ 画 一 的な配分で はなく ､ 意欲のあ る地域が

独自の資源 ･ 強み を生かす計画を策定する こ と と し ､ それ に対して各官庁

の支援策を連携 ･ 集中すると い うもの であ る(
l l )
｡ 国と して は財源を増やす

ことなく ､ 地域再生を積極的に推進しようとする地域 に重点的に交付でき

る こ と になる ｡

平成15 年12 月1 9 日 に は ､ 地域再生 に関す る基本的な考え方 ､ 地域再生 の

取り組み の方針 ､ 今後の ス ケ ジ ュ
ー

ル 等に つ い て定めた ｢ 地域再生推進 の

ため の基本指針｣ が地域再生本部により決定され て い る ｡ こ の 中で は ､ 景

気刺激を財政出動に頼 る従来型の財政措置を講じな い こ と と し､ こ れに代

えて地域が ｢自助と自立の精神｣ の 下 にそれぞれ の地域 の特性や住民 ニ
ー

ズな どを踏まえて ､ ｢ 知恵 と工夫の競争によ る活性化｣ を図る必要が強調

され て い る ｡ そ の 中 で ､ 民 間事業者の健全な形で の ビ ジネス 展開がその た

め に重要 である 旨も述 べ られ て い る ｡

｢ 地域再生推進の ため の プロ グ ラ ム｣ は平成16 年2 月2 7 日 に 地域再生本

部で決定されたが ､ そ の 内容は自治体 ･ 民 間事業者等から提案された地域

再生構想6 73 件を ､ 地域限定措置23 件 ､ 全 国措置118 件 に絞り込ん で い る ｡

こ の 時決定され たプロ グ ラ ム は ､ 補助金 の要件緩和 ･ 集中等や政令県構想

をはじめ ､ 予算との 関係や制度 の根幹に関わ る多様な検討が必要なも の は

除かれ て い る ｡ こ れ を踏まえ ､ 自治体は地域再生計画を作成し ､ 認定申請

を行うが ､ 地域再生本部は関係行政機関の長 に よ る同意手続を経て認定す

る こ と となる(12) ｡ そ して ､ 内閣総理大臣が認定しなか っ た場合や認定はし

て も関係行政機関の長が
一

部不同意の場合は申請した自治体 - の 理由通知

が義務付けられ て い る ｡ 地域再生計画が認定された自治体は プロ グ ラ ム で

決定された支援措置を受ける こ とが でき ､ また ､ 地域再生計画にお い て構

造改革特区に係る措置を活用する場合には両計画の 認定手続を
一

体的に進

めるなど両者の連携に配慮して い る ｡｢ 地域再生推進の ための プロ グラ ム｣

は民間事業者からの意見聴取や計画を作成 しな い 時の理由等の通知等､ 構
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造改革特区制度と類似 した仕組みが見受けられ ､ 法令適用 (解釈) 事前確

認 ( 日本版ノ
ー

ア ク シ ョ ン レ タ
ー

) 制度も実施されて い る
(13)
｡

｢ 地域再生推進 の た め の プロ グ ラ ム｣ で は ､ こ の 一他､ (7)各種 の支援措置

に係 る関係行政機関の対応状況 に対する地域再生本部による フ ォ ロ
ー

ア ッ

プと状況 の公表､ 運用状況 の 評価と改善の促進､ (j) ,思 い 切 っ た ア ウ ト ソ
⊥

シ ン グ実現を可能とする制度改正な どの相応 に よる行政サ ー ビ ス の 民間開

放や民間資金活用 ､ (I))市町村の ニ
ー ズ が 反映でき る よう事務処理特例を改

善するなどの権限移譲､ (ウ)補助金等の統合や要件改善､ 許認可手続等 の
一

元化 ･ 連携な どに よ る施策の利便性向上 ､ (jう地域再生計画が認定された地

域 へ の施策の 集中 ･ 連携な どが掲げられ て い る ｡

こ のうち ､ 民 間活力 の活用 に つ い て は ､ ｢ 地域主導による資源の有効活

用｣ の 中 に ｢ ア ウ トソ ー シ ン グ の促進｣ と ｢ P F I 事業 の積極的活用｣ の 項

を設け て おり ､ ｢ ア ウ ト ソ
ー シ ン グの促進｣ で は ､ ( a)河 川等 へ の 指定管理

者制度等の 活用 に よ る行政サ ー ビス の 積極的な民間開放 ､ (b) 地方公務員に

多様な勤務形態の導入を図るための任期付採用の拡大及び任期付 の短時間

勤務職員制度の創設等､ ( c)電気工事士免状交付事務の 民間委託 ､ (d)都市公

園施設管理の民間開放促進があげられ て い る ｡

｢ 地域再生推進の ため の プロ グ ラ ム｣ と して決定され た事項を見ると ､

前記の他に( a)廃校を都市交流事業の拠点施設として活用するな どの補助対

象施設等の 有効活用 ､ ( b)河川敷地 で の カ ヌ
ー 大会開催な どの地域主導によ

る公物管理実現 ､ ( c)地域 の ワ ン ス ト ッ プ相談窓口 で の人材活用の ア ドバ イ

ス な どに よる地域再生雇用支援ネ ッ ト ワ ー ク 事業の創設 ､ (d)地域再生伝道

師の導入な どの 地域再生に関する ノ ウ ハ ウ等の 支援 ･ 窓口設置､ ( e)建設業

の新分野進出等を促進する ため の 関係省庁連絡会議な ど に よ る地域 の基幹

産業の再生 ､ (f)観光活性化標識 ガイ ドライ ン の策定な どに よ る地域観光の

活性化等､ (g)まちづくり交付金等 の積極的活用による支援施策の連携 ･ 集

中､ (h)事業者に対する円滑な資金僕給による政策金融等 の利便性確保があ

げられ て い る ｡ 地域再生を進め て い く ため の 一 括法に つ い て は ､ 当初各省
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庁間の調整が つ かず､ 個別法の 制定 ･ 改正により対処して い く こ と と し て

い た が ､ 地域再生の推進に資する とされ た景観法等 の 個別法が成立 した

後 ､ 地域再生 の基本理念や基本方針 ･ 計画 の 策定手続､ 地域再生本部設置

と い っ た組織面 の法的根拠を与えるため の地域再生法が平成1 7 年4 月
■
1 日

に公布 ( 3 月3 1 日 可決 ･ 成立) され る に至 っ て い る ｡

2
. 地域再生法の 成立

地域再生法は ｢ 地域再生推進 の ため の プロ グラ ム｣ や ､ そ の 後策定され

た ｢ 地域再生推進の ため の プ ロ グ ラ ム20 0 5｣ ( 平成17 年2 月15 日地域再生

本部決定) な どを受けて ､ そ の仕組 ･ 内容に法的な根嘩付けを行うため に

制定されたも の である ｡

｢ 地域再生推進のため の プロ グ ラ ム 20 0 5｣ で は ､ 地域再生の意義 ･ 目標

を述 べ た後､ 施策の基本的方向が書か れ て い る が ､ ①目的別 ･ 機能別交付

金及び省庁横断的交付金 の創設と当該交付金 の地域が定める計画の範囲内

に お ける施設等間で の 予算融通 ･ 年度間事業量の 変更を可能とす る仕級

み ､ ②政策的意義が高 い も の の収益性の観点から民間事業者の参入が期待

できな い 分野 に おけ る民間投資促進 の ため の誘導措置が新た に掲げられ ､

ま た ､ ③地域再生計画認定の法定化と認定地域再生計画に基づく事業に対

する特別措置が明確に記載され て い る他 ､ ④地域再生と構造改革特区 ､ 都

市再生等と の連携が改めて 強調され て い る ｡

こ のうち ､ ① に つ い て は認定地域再生計画に基 づく事業に充 て る た め に

道 ･ 汚水処理 ･ 港整備と い っ たイ ン フ ラ整備の ため の省庁横断的な地域再

生基盤強化交付金を創設する と共 に ､ 地域介護 ･ 福祉空間整備等やむら づ

くりな どを目的と した交付金も合わせ て総合的に実施しようとするも の で

ある ｡ (参に つ い て は ､ 認定地域再生計画に記載され て い る特定事業を営む

一

定要件に該当する株式会社 の発行株式 へ の 課税 の特例措置が盛り込まれ

て い る ｡ また ､ (勤は公共施設転用に伴う地方債繰上 げ償還の免除やリ ニ ユ
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- ア ル 債 ( 地域活性化事業債の村象) な どの 地方債における優遇措置 ､ 日

本政策投資銀行 の低利融資な どの融資における優遇措置 ､ ま た地域 の産業

構造転換 ･ 強化 の た め の様々 な種類 の交付金交付等があげられ て い る ｡ そ

して ､ 地域再生計画 の記載にあた っ て は ､ 原則 と して定量的な指標を用 い

て ､ 事後的な評価が可能とな る よう具体的に設定する こ と と し ､ 施策 の事

後的評価は地域再生本部が行う こ と と して い る ｡ 地域再生と構造改革特区

と の違 い は ､ 構造改革特区が地域限定の規制 の特例措置であ る の に対し､

地域再生は地域 に と ら われず､ しかも規制緩和だけでなく ､ 権限移譲､ 国

の 手続の
一 元化等に関わ るも の と い う点である ｡

一

方､ (7) ｢ 地域再生推進 の た め の基本指針｣ 当初 の地域再生は ､ ｢ 意欲

の ある地域が独自の 資源 ･ 強みを生か｣ した ｢ 知恵と工夫の競争に よ る活

性化｣ が制度の根幹の 理念 であり ､ ｢ 新 たな補助金や税措置の創設な ど､

追加的な財政支出を伴わな い も の｣ で あ っ た の が
(14)

､ ｢ 地域再生推進の た

め の プロ グ ラ ム 2 0 0 5｣ で は ､ 交付金を含めた財政支援が行われ る こ と が明

示され て おり ､ イ ン フ ラ 整備ま でもが含まれ て い る ､ (j)民 間事業者 の参入

が期待できな い 分野 に おける課税 の特例措置を受ける株式会社 (特定地域

再生事業会社) の 要件に ｢ 地方公共団体 の
一

定程度 の 出資｣ があげられ ､

平成17 年4 月 1 日施行の 地域再生法施行規則で は ､ こ の 要件は ｢ 地方公共

団体が当該株式会社 の発行済み株式の 総数の10 0 分 の 5 以上 3 分 の 1 以下

の株式を保有して い る こ と｣ ときれ て い る が ､ こ れ で は従来 の第三 セ ク タ

ー との 違 い が明確で なく ､ そもそも官業を民間に開放して い く に当たり ､

地方公共団体の 出資を要件とする こ と が適切なもの か疑問が残る と思われ

る ｡

な お ､ ｢ 地域再生推進 の た め の プ ロ グ ラ ム 2 0 0 5｣ で は ､ (1)補助金改革等

による自主裁量性 の尊重 ､ 縦割り行政の是正 ､ (2)補助対象財産 の有効活用 ､

転用手続き の
一

元化 ･ 迅速化､ (3)地域再生に資する権限移譲や社会実験な

どの推進､ (4)産業構造の転換 ･ 強化 へ の対応な どの項目が挙げられ ､ 多く

の交付金 の 活用が列挙 (食 の安全 ･ 安心交付金 ､ 強 い 農業づくり交付金 ､
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まち づくり交付金 ､ バ イ オ マ ス の環づくり交付金等) され る
一

方､ 民間活

力の活用 に つ い て は ､ 株式会社 の課税 の特例 の他は ､ 中小 ･ ベ ン チ ャ
ー 企

業の創業等 へ の
一

体的支援 ､ まち づくり へ の 民間資金の誘導､ P F I の 推進

があげられ て い る の み であ る ｡ ｢ 地域再生推進 の ため の プ ロ グ ラ ム｣ に よ

る取り組みが
一

定の 成果をあげ ､ 定着して きて い る こ と ､ 民間活力 の活用

に つ い て は ､ む しろ ｢ 規制改革 ･ 民間開放推進 3 か年計画｣ に委ね る方針

であ ろうか ､
こ れ まで の項目が整理され ､ 並 べ ら れて い る と こ ろ であ る ｡ ､

平成17 年3 月3 1 日 に可決成立 した地域再生法は ､ こ の ｢ 地域再生推進 の

た め の プロ グラ ム 20 0 5｣ の 内容等を踏まえて制定されたも の であり ､ ( a)政

府による地域再生基本方針の策定( 4 条) ､ (b) 地域再生基本方針に基 づき ､

地方公共団体が地域再生計画を作成し内閣総理大臣に認定申請 ( 5 条 1

項) ､ ( c)内閣総理大臣は関係行政機関 の 同意を得た上 で ､ 計画認定 ( 5 条

4 - 6 項) ､ (d)認定地方公共団体に よ る政府に対する施策改善 へ の 提案と

地域再生本部に よる検討結果通知及び公表 (1 1 条 1 ･ 2 項) ､ ( e)特定地域

再生事業会社に対する課税 の特例 (12 条) ､ (f) 国 の認定地方公共団体に村

する地域再生基盤強化交付金 の 交付 (13 条 1 ･ 2 項) ､ (g) 内閣に地域再生

本部を設置 (15 条) とな っ て い る ｡

Ⅳ . 自治体にお ける民営化 の 状況

1
. 民間委託の 現状と限界

これまで ､ 民 間委託 ( ア ウ ト ソ ー シ ン グ) は自治体の多く の分野 で行わ

れ てきた
( 15)
｡ 社会体育施設等 の維持管理 ･ 運営業務 ､ 設備 ･ 機器 の 保守点

検業務 ､ 学校給食における調理業務､ 病院 に おける診療報酬請求業務､ 各

種統計調査業務などであ る ｡ ア ウ トソ ー シ ン グ の 成果として は ､ コ ス トの

削減や業務負担 の軽減､ 事務の 効率化 ､ 民間 の 雇用創出 ､ 委託先の ノ ウ ハ

ウ の活用によ る公共サ ー ビ ス の 質の向上 があげられ る が ､

一

方､ 問題点と
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して個人情報保護の観点から の懸念 ､ 職員 の技術力 の低下や必ずしも合理

化 ･ コ ス ト ダ ウ ン に つ な がらな い と い っ た 意見も出され て い る ｡ も ち ろ

ん ､ 業務の種類によ っ て成果 ･ 問題点 のありようは変わ っ てく る が ､ 現在

検討され て い る の は ､ こ れ ら の業務 で はなく ､ 法令等の 制度的阻害要因に

より実施できな い 業務 の ア ウ トソ ー シ ン グ で ある ｡

内閣府が平成15 年11 月2 6 日 に とりまとめた ｢行政サ ー ビ ス の 民間開放等

に係る論点に つ い て｣ を見 る と ､ 自治体から指摘のあ っ た ､ 地域 の 公共施

設 の管理 の民間開放等や補助施設 の処分制限 の更なる弾力化､ 事務 ･ 事業

の実施主体等に関する制限 の 緩和 のうち ､ ｢ 地域再生推進 の ため の プ ロ グ

ラ ム｣ に反映され て い るも の もあり ､ また廃棄物処理施設の管理 ･ 運営の

委託や第
一

種社会福祉事業の経営委託 の ように現状でも実施可能とされた

項目や ､ 図書館 ･ 公民館 ･ 博物館の 管理 ･ 運営委託の ように指定管理者制

度の導入を受け､ 明確に周知する こ と に より対応予定とさ れたも の もあ

る ｡ しか し ､ 生活保護 の 決定 ･ 実施や戸籍 に関する諸証明書 の受付 ･ 交付

サ ー ビ ス
､ 要介護認定調査業務､ 食品衛生監視業務な ど､ 個人情報侵害の

危険性､ 行政処分が予定され て い る こ と等の理由から対応困難とされたもー

の もある
(16)
｡

今で も窓 口業務を委託して い る自治体として ､ 愛知県高浜市と埼玉県志

木市がある の で ､ そ の 例を見てみる ｡ 愛知県高浜市は ､ 市役所業務の ア ウ

ト ソ
ー

シ ン グ先と して市が全額出資する ｢ 高浜市総合サ ー ビス 株式会社｣

を設立 し､ 公務員でなくて も対応可能な定型的業務 に つ い て ､ ア ウ ト ソ
ー

シ ン グを積極的に推進して い る ｡ 用務員 ･ 運転手など の技能労務職分野か

ら始めた委託を現在は市民課 の 窓口業務 (住民票 ､ 印鑑証明 の発給等) ま

で拡大して い る が ､ 民業圧迫 に な ら な い よう市内に業者が い な い 分野 に限

定して い る ｡ 委託 は単年度 の 随意契約により実施して い る が ､ 市役所職員

数は約70 名減少し て い る
(17)
｡ 埼玉県志木市で は ､ ｢ 志木市市民 との協働 に

よる行政運営推進条例｣ を制定し､ 市民公益活動団体に市役所業務 の委託

を行 っ て い る ｡ 市は登録された市民公益活動団体に対し､ 専門性 . 地域性
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等を考慮して その 団体の特性を活かす こ とが でき る分野の業務を委託し ､

行政サ
ー ビス の 実施主体と して の参入機会を提供するが ､ 委託業務の 選定

に当た っ て は ､ 市民が懸念する こ と の な い よう十分配慮する こ とと して い

る ｡ 市は参入機会を得た登録団体とパ
ー トナ

ー シ ッ プ協定及び委託契約を

締結する こ と と して い る が ､ 秘密保持 ･ プラ イ バ シ ー 保護 に つ い て は条例

上罰則はなく ､ 義務違反 に より団体の登録が取り消され る こ と とな る
.
｡ 志

木市 で は将来 ､ 職員数を専門官5 0 人 に より構成する こ と を目指し て い

る
(1 8)
｡

表 3 . 法令上の阻害要因との指摘に対し ､ 各省が民間委託困難とした事項例

事 項 関係条文等 民間委託が困難と した理由

生活保護の 決定 生活保護法19 国民の 生存権に直接影響する もの で あり ､ (丑要

及び実施 条1 項 . 4 項 保護者 の 資産状況
. 健康状態等の 調査が で きる

た め ､ 個人情報が集約さ れ る こ と ､(参保護費の 返

還命令等の行政処分がで きる こ ととされ て い る ○

戸 籍に 関する諸 戸 籍法1 条 市町村長 ( 管掌者) の指揮監督下 に あり ､ か つ ､

証明書の 受付 . 公務員 たる身分を持 つ 市町村職員が行う必要が

交付サ ー ビス ある ○

要介護認定調査 介護保険法2 7 認定調査 は 市町村職員が直接行うか ､ 委託する

業務 条3 項 場合で も調査 の質確保の観点か ら介護保険 . 医

療等の 知識を有する介護支援専 門員が行う必要

がある ○

食品衛生 監視業 食品衛生法1 9 食品衛生監視員は 営業所等 - の 臨検や物件の 検

務 条 餐 . 収去と い う公権力を行使して おり､ 食中毒

発生時の 調査等も国民の 健康保護に直結する ○

と畜検査業務 と畜場法1 9 条 と畜検査 の 結果 により屠殺 . 解体禁止等の 行政
･ 同法施行令

1 0 条

処分を行う必要がある ○

消防事務 消防法 3 条 . 国民の私権を制約 して措置命令等を行う権限 を

4 条 . 5 条 消防長等に付与して い る ○

荏) この 他 ､
一

般廃棄物収集と手数料徴収､ 住民票交付事務 ､ 選挙の 管理 ･ 執行､

環境衛生監視指導業務､ 地 方税 の 普通徴収事務 ､ 救急業務 な どが あが っ て い る

(｢ 行政 サ ー ビス の民間開放等に係 る論点 に つ い て｣ より) ｡
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現在､ コ ン ビ ニ エ ン ス ス トア で 地方税や国民健康保険料の収納が行われ

て い る が ､ こ れ はそれぞれ平成1 5 年の 地方自治法施行令1 58 条の 2 の 追加 ､

1 4 年の 国民健康保険法80 条の 2 の 追加に より ､ 法令 の整備が行われた こ と

に より従来 の使用料 ･ 手数料等に加えて実施される こ と にな っ たも の で あ

る ｡ た だ し､ 地方税における徴収事務は督促 ･ 差押え ･ 公売等の公権力に

あた る事務が大半を占め る こ と か ら ､ 徴税吏員の みが行える と考えられて

い る が
(19)

､ 先 にあげた ｢ 規制改革
･ 民 間開放 の推進 に関する第

一

次答申｣

で は税 の徴収に つ い て ､ (7)徴収事務に裁量 の余地があ る こ と自体が問題 で

あり ､ 裁量 の余地が極力なくなるようガイ ドライ ン化 ･ マ ニ ュ ア ル 化等を

図れば公権力の行使で あ っ て も民間開放が可能､ (j)公平 ･ 中立な徴収や個

人情報取扱に つ い て は ､ 民 間開放し て も法令や契約 で担保可能と し て い

る ｡ 答申で は こ の他 ､ 工 業所有権登録事務や貨幣製造に つ い て も民間開放

の検討を唱 っ て い る ｡

郵便局に おける戸籍謄本 ･ 抄本等や住民票写 し等 の交付は ｢ 地方公共団

体の特定 の事務 の郵便官署にお ける取扱 い に関する法律｣ ( 平成13 年1 2 月

1 日施行) に基 づ い て い る が ､ 最近 で は コ ン ビ ニ エ ン ス ス トア で も住民票

写 しを受け取る こ とが できる ｡ こ れら は補助職貞と位置づけられ て い る よ

う である
(20)
｡

ま た ､ 浄水場管理運営業務の民間委託事例として ､ 群 馬県太田市と広島

県三次市などがあ る
(2 1)
｡ 水道施設を含む公共施設の建設 ､ 椎持管理等に つ

い て は ､ 平成1 1 年成立 の ｢ 民間資金等の 活用 に よる公共施設等の整備等に

関す る法律 ( p F I 法)｣ に より ､ 民 間資金や ノ ウ ハ ウ の活用が期待さ れる

こ と とな っ た が ､ 平成13 年に は水道法も改正され ､ 水道 の管理 に関する技

術上 の 業務 の第三者委託制度が新設され ､ 従来 の要務委託(｢ 法定外委託｣)

と異なり ､ 水道法上 の責任も含め て他の水道事業者や民間企業等に委託で

きる こ と にな っ た ｡ こ れ に よ っ て も ､ 水道事業者の需要者に対する供給責

任が受託者に移る こ と はな い が ､ 以前 の メ
ー

タ
ー

検針､ 電気設備 の保守点

検 ､ 水質検査と い っ た部分的な業務委託で はなく ､ 浄水場全体 の管理運営
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の 委託が可能にな っ た の で ある
(2 2)
｡

なお ､ 民間委託と い っ て も､ 従来の警備や清掃な どの
一

部業務の み の委

託から､ 管理運営も民間が行う委託方式 (委託費支払型と利用料金型 に分

かれる) に広 が っ て き て い る が ､ 民間活力 の 活用 ･ 民 間開放 と いう場合は

さら に ､ 自治体 の所有する施設等の民間貸与や ､ 所有する資産等の民間 へ

の 譲渡 ､ P F I を活用した方式も含まれる の である
(23)
｡

2
. P F I の推進と問題点

P FI 事業は ､ ｢ 地域再生推進 の た め の プロ グ ラ ム｣ で は ｢ ア ウ ト ソ
ー シ

ン グの促進｣ と並 べ て ､ 積極的活用が唱われ て い る の は先 に述 べ た とおり

で ある ｡ その 目的は民間 の事業機会創出によ る経済活性化と低廉 ･ 良質な

公共サ ー ビ ス 提供で ある ｡ そ し て ､ こ こ で は補助金を伴う p FI 事業 - の

より積極的な対応が必要で ある旨の記載もされ て い る ｡ 日本に お い て は ､

民営化 ･ 独立行政法人化等の N P M の 十分 な蓄積がな い まま ､ い き なり

P F I を導入した こ ともあ っ て ､ 制度上 の 問題点として(7)行財政 シ ス テ ム( 公

共事業 の 仕組み) ､ (/)公物法関連と の 整合性 ､ (ウ)公 の施設 の 民間 へ の 管理

運営委託 ､ (⇒公共調達 の あり方 (事業者選定プ ロ セ ス) ､ ㈲雇用問題があ

げられ る が ､ こ の 稿で は(ウ)( 1)を中心に現状を考察し て い き た い
(24)
｡

内閣府民間資金等活用事業推進室 ( P F I 推進室) が とりまとめた ｢ P F I

事業の 実施状況｣ に よ る と ､ 平成1 5 年11月30 日現在で ､ 国 (独立行政法人

を含む) で大学等 ･ 庁舎 ･ 宿舎合わせ て2 5 件､ 自治体で教育施設 ･ 社会教

育施設 ･ 病院 ･ 廃棄物処理施設な ど合わせ て94 件 の 合計11 9 件とな っ て い

る ｡ P F I の 事業糞頁型はサ ー ビ ス 購入型が中心 で あり ､ 事業方式は B T O 方

式が半数近くを占め て い る が ､ B O T 方式がそれ に次ぐ形 にな っ て い る ｡

選定方式は国で は総合評価
一

般競争入札方式がほとん どを占めるが ､ 都道

府県 ･ 政令指定都市に行くに つ れ ､ 総合評価
一

般競争入札方式 の比重が減

少して い き ､ それ以外の 市町村で は公募型プロ ポ ー ザ ル方式が多くな っ て
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い る
(2 5)
｡

P F I 事業 に つ い て は ､ ｢ 民 間資金等の活用に よ る公共施設等の 整備等に

関する事業の 実施に関する基本方針 (平成12 年3 月13 日 総理府告示第11

号)｣ で本来公共施設等の管理者が受ける こ と の で き る範囲で民間の選定

事業者が財政上 の支援を受けられ る ように配慮する こ と とさ れ て おり ､ 補

助金交付がな い も の や現在検討中のもの もある が ､ 事業の種類 ･ 方式によ

っ て は補助金 の 交付が行われ て い る
(2 6)
｡

P F I 事業を推進する に当た っ て の 問題点と して は次 の も の があげられ

る
(2 7)
｡

(7) 民 間事業者選定にお い て ､ 基本方針等で は総合評価
一

般競争入札方

式 ( 地方自治法施行令16 7 条 の10 の 2 ) が 原則 とさ れ て お り ､ W T O

政府調達協定の適用団体である都道府県で は随意契約の可能な範囲が

限定され て い る こ と か ら ( 地方公共団体 の物品等又は特定役務 の調達

手続き の特例を定め る政令10 条1 項) ､ 公募型プ ロ ポ
ー ザ ル 方式を活

用し にく い 状況にある ｡ 従 っ て ､ 総合評価
一

般競争入札方式を採用 し

て い る が ､ 落札後 に事業者と交渉を行う ことが原則として できな い こ

とか ら ､ 事業者選定方式として は必ずしもふ さわしい と は言えな い ｡

公募型 プロ ポ ー ザ ル 方式は W T O 政府調達協定が適用されな い 市町

村の P F I 事業 に比較的よく採用され て い る ｡ また ､ P F I 事業は設計 ､

建設 ､ 維持管理 ･ 運営を
一

括 して委ねるも の である こ と から ､ 地元企

業等多く の 企業に受注の機会を与える分離 ･ 分割発注が行えなくな

り ､ 地域経済 - の 波及効果が弱まる と いう指摘が見られ る ｡

抑 現行法令上 ､ 事業主体や運営主体が国 ･ 自治体に限定されて い る施

設がある こ とか ら ､ B O T 方式が選択 できず､ B T O 方式しか選択 の余

地がなくなる ｡ ま た ､ B T O 方式 に比較し て B O T 方式は補助金交付

対象と して の範囲が狭 い こ とから ､ 事業方式の 選択が事実上限定され

てく る ｡ こ の ため ､ ｢ 地域再生推進 の ため の プ ロ グ ラ ム｣ で も ､ B O T

方式採用事業 - の補助金交付を B T O 方式採用の公共施設並み に広げ
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表 4 . 自治体 に お ける P Fl 事業方式 ( P Fl の 実施状況)

事業類型 内 容 事業数

B T O

( B uild - T r a n sf e r -

O p e r a t e)

民 間事業者 が自 ら資金調達 を行 い ､ 施設 を 建 設

4 5

■
(B u ild) した後､ 施設 の 所有権を公共に移転( T r a m s -

f e r) し ､ 施設の 維持管理 . 運営 (O p e r a t e) を民間

事業者が事業終了時点まで 行つ て い く方式 ○

B O T

( B uild - O p e r a t e -

T r a n sf e r)

民間事業 者 が 自 ら資金調達 を 行 い ､ 施設 を 建設

3 3
( B uild) . 所有 し ､ 事業期 間 に わ たり維持管 理 .

運営 ( O p e r a t e) を行 つ た後 ､ 事業終了時点で 公 共

に施設の 所有権を移転 ( T r a n sf e r) する方式

B O O

( B uild - O w n -

O p e r a t e)

民 間事業者 が 自 ら 資 金 調 達 を行 い ､ 施設 を建設

7
( B uild) .

所有 ( O w n) し て ､ 事業期間 に わ た り

維持管理 . 運営 ( O p e r at e) を行 つ た後 ､ 事業終了

時点で 民間事業者が施設を解体 . 撤去する方式

その 他

( R O . 複合型)

R O とは ､ R e h a bilit a t e O p e r a t e の 略で ､ 公共が施

9設を所有し ､ 民 間事業者 は施設の 改修 . 運営及び椎

持管理 を行う方式

計 9 4

注) P F I 推進室 とりま とめ の ｢ P F I 事業 の 実施状況｣ ( 平成1 5年11 月3 0 日現在)

より｡

平成1 8 年 5 月 1 日時点で は ､ 基本方針策定以 降に実施方針が策定
･ 公表され

た事業数は合計で23 2 件｡ 内訳 は国3 0 件 ､ 地方公共団体1 7 4 件､ その他2 8 件｡

る よう積極的な検討が唱われ て い る ｡ 補助金交付に つ い て も施設整備

時で の
一

括交付が適用条件とされる こ とか ら ､ P F I の メ リ ッ トで あ る

財政支出 の平準化が図れな い ｡

(ウ) ｢ 公 の施設｣ の 管理 に つ い て は ､ P F I 法の改正 に より行政財産 の選

定事業者 - の 貸付けが定め られ た (11 条 の 2 ) ｡ 従 来は行政財産 の貸

付けに つ い て は ､ 土地を除 い て認められ て い な か っ た し､ 土地の貸付

けも国 ･ 自治体が出資して い る法人な どに限定され て い た ( 地方自治

法238 条 の 4 ､ 施行令16 9 条) ｡ しか し ､ ｢ 公 の施設｣ に関する地方自治

法改正 により条例を定め て ､ 民 間事業者を含む法人そ の他の 団体 (描
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定管理者) に管理を行わせ る こ とが可能となり ､ さら に指定管理者に

管理する施設 の利用料金を当該管理者の収入と して収受する こ ともで

き る こ と とな っ た の で ある ( 地方自治法2 44 条の 2 第3 項 ･ 第 8 項) ｡

しか し ､ 条例 で定め る こ と に より民間事業者 の柔軟な料金設定等が行

い にくくなる と いう意見の他 ､ 個別法で の制限が存在する時に指定管

理者制度をどこまで適用 できる かも問題となる ｡

( 1) p F I の 目 的であ る公共事業の効率化が達成され て い る か の検証が国

･ 自治体に より十分行われ て い る か と いう疑念が指摘され て い る ｡ 即

ち ､ 公共事業に対する コ ス ト把握の蓄積が乏しく ､
コ ス トが安易に想

定され て い る た め ､
■
V F M ( V al u e f o r M o n e y) の 達成が必ずしも明

確でな い と考えられて い る ｡ 自治体の会計は企業会計と異なり ､ 単年

度予算 ･ 現金主義会計とな っ て おり ､ フ ロ ー は把撞できて も､ 資産や

負債と い っ た ス ト ッ ク の把握は十分 できな い 仕組み に な っ て い る ｡ 自

治体が実施する事業と民間事業を比較する V F M の 手法が自治体で は

未成熟で ある こ とも指摘でき る だ ろう
(2 8)
｡

Ⅴ . 市場化テ ス ト重視 へ の転換

1
. 市場化テス ト実施 へ の検討

市場化テ ス ト ( M a r k e t T e sti n g) は ､ 官と同様の サ
ー ビ ス を提供する

民間事業者がある場合(= ､ 公 平な競争条件 の 下 で 官民が競争入札を実施

し ､ 価格 ･ 質の 面 で より優れた方が落札する制度であるが ､ 国民生活の安

全面 の確保等に関する行政責任 の在り方にも留意しながら ､ そ の 導入 の調

査 ･ 検討を行うも の である
(29)
｡ 前述 した ､ 平成16 年3 月19 日 に 閣議決定さ

れた ｢ 規制改革 ･ 民 間開放推進 3 か年計画｣ で は ､ 市場化テ ス トを平成16

年庭中導入の調査
･

検討を行うことを決定したが ､ こ れ を踏まえて平成16

年11 月22 日 に は内閣府の規制改革 ･ 民間開放推進会議が｢
"

市場化テ ス ト
'
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( 官民競争入札制度) に関するガイ ドライ ン｣ を作成して い る ｡ 最初に述

べ た ように ､ 民 間開放が ほ と ん ど進展して おらず､ こ れま で実施してきた

民間開放に関する取り組み に は限界があると の認識 に立ち ､ 官から民 へ の

事業移管を加速させるため の横断的手法として市場化テ ス トを位置づけ､

早急に導入 ･ 実施して い く必要性が唱われ て い る ｡ 指摘され て い る問題点

･ 限界は次の とおり であ る が ､ 地域再生制度に つ い て は書かれて い な い ｡

元々 ､ 民 間事業者 の健全な形 で の ビ ジネ ス展開も含め て ､ 自治体主導で地

域経済 の活性化等を進め て い くも の で あるが ､ 構造改革特区と異なり ､ 地

域限定でな い と いう理由であろうか ｡

①P F I 制度

ア . 国や地方公共団体等の公的主体を ｢ 管理者｣ と位置づ けた ､ 公物

管理法 の 下 で は P FI 選定事業者で あ っ て も ､ 公 共施設等 の管理

運営等のうち行えな い 事務がある ｡

イ .
P F I 選定事業者 の選定手続や基準が必ず しも民間の創意 工夫が生

か せ る制度 にな っ て い な い ｡

(参指定管理者制度

ア . 地方公共団体の施設に限定され て おり ､ 国等の施設は対象外｡

イ . 公物管理法等と の法的整理が行われ て い な い ため ､ す べ て の 地方

公共団体の公 の施設 で管理 ･ 運営が できるわけで はな い ｡

③構造改革特区制度

ア . 当分の 間はあくまで地域 に おける特例措置にと どまる ｡

イ . 民間は提案は可能であ る が ､ 認定申請は地方公共団体の み ｡

そ して ､ こ の ｢ ガ イ･ドライ ン｣ で は ､ 市場化テ ス ト の 基本方針 に つ い て

も述 べ て い る が ､ それ に よる と ､ (7)平成18 年度 の全面的導入に向けて ､ 法

的枠組み (｢ 市場化テ ス ト法 (仮称)｣) の 検討 ･ 整備 ､ (/) 国の事業に つ い

て の先行実施､ (ウ)市場化テ ス トの検討対象はす べ て の 官業､ (⇒民間事業者

等から の提案を各府省が不採用とする場合 には ､ 論拠 と客観的デ ー タ を示
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し ､ 第三者機関 の評価を受ける こ とと し､ 数値目標も示す ､ (a)民 間事業者

等が落札 した場合､ 公務員は各府省横断的な配置転換な どが行われ る仕組

み の検討 ･ 構築が唱われ て い る ｡ 中で も ､ 検討 ･ 整備され る予定の 法的枠

組み の内容は ､ ( a)市場化テ ス ト の村象となる事業に関して ､ 公物管理法や

そ の他業法 ･ 管理法に関す る規制 の存在等に より ､ 民 間参入が困難な場合

は所要の法改正 (当該事業の 実施を阻害して い る諸規制 の緩和措置や ､ 官

民間 の競争条件 の均
一

化措置等) ､ ( b)現行 の 入札諸手続を規定する法令等

に特例措置などを講ずる ､ ( c)官業の コ ス ト等の包括的刺青報開示 ､ (d)官民

間の競争条件均
一

化等 の た め の 民間主体の 第三者機関に よ る監視等とな っ

て い る ｡

さ ら に こ れを踏まえて平成16 年12 月2 4 日 に閣議決定された ｢ 規制改革 ･

民 間開放の推進に関する第
一

次答申 一 宮製市場の民間開放によ る
"

民主導

の経済社会 の 実現
"

｣ で は ､ 民 間開放推進の横断的手法と して の 市場化テ

ス トを最初 に掲げ ､ 個別官業の民間開放 の推進 ､ 主要官製市場等 の改革の

推進と共 に取り組むこととして い る が ､ 市場化テ ス ト の モ デ ル事業には既

存刑務所の 庁舎整備 ･ 保安事務等だけで なく ､ 受刑者の処遇 に関わ る補助

事務 の実施もあげられ て い る ｡ こ の 他 ､
ハ ロ ー ワ ー ク ( 公共職業安定所)

関連の業務 ､ 社会保険庁関連 の業務が モ デ ル事業とな っ て い る ｡ 特 に ､ 保

険料の徴収が問題となる社会保険庁業務で は ､ 納付督促から滞納処分まで

の
一

連 の 事務を対象とす る が ､ 所得情報に よ る免除村象者の特定や滞納処

分における財産差押の決定 ･ 執行等は除かれ て い る ｡ ま た ､ 個別官業 の民

間開放の推進に つ い て は ､ ( a)民間開放 の対象たり得る官業をより網羅的に

把握 した上 で検討し､ 抜本的 に民間開放を進め る こ と とする ､ (b) 官で行わ

なければならな い 場合 はそ の理由の 説明を各府省に求める ､ ( c)仮 に官で行

う必要の ある場合でも公務員自ら行わなけれ ばならな い かを根底から問 い

直す こ と に より ､ 民 間開放 の可能性を徹底的に追求する .と い う考えに立 っ

て い る ｡ こ れ に次 い で 閣議決定された平成1 7 年3 月2 5 日 の ｢ 規制改革 ･ 民

間開放推進3 か年計画 (改定)｣ で も ､ 同様な方針が記載されて い る ｡
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2
. 自治体における市場化テス トの取り組み

市場化テ ス トに つ い て は ､ 国が先行実施する こ と とされて い るが ､ 先進

的な自治体が自発的に導入 ･ 実施しようとする時に ､ それを阻害して い る

法令があれ ば改正等の必要な措置を検討し ､ 環境整備を行うこととされ て

い る ( 前記 ･ 国 ｢ ガイ ドライ ン｣ 等) ｡ 自治体で市場化テ ス ト の検討
･ 準

備を
■
して い る の は ､ 東京都足立区 ､ 三 鷹市､ 群 馬県太田市 ､ 大阪府な どが

あり ､ 東京都足立区は印鑑登録､ 納税証明書や住民票の発行､ 地方税徴収､

戸籍事務な どを対象に準備して い る が ､
こ こ で は平成17 年6 月 に ｢ 大阪府

市場化テ ス トガイ ドライ ン｣ を作成した大阪府の 取組みを詳しく見て み

る ｡

大阪府は行政責任堅持を原則と し､ 行政職貞に よる直接執行が必要な領

域は市場化テ ス ト村象事業か ら除外する とともに ､ 行政 の責任で行うが必

ずしも行政職貞の直接執行が必要でな い 領域を市場化テ ス ト の対象として

い る ｡ ま た ､ 国 の ガイ ドラ イ ン は地方行政の特質に十分配慮された内容に

な っ て い な い と いう認識に立 っ て ､ ｢ 効率 ･ 協働 ･ 分権の地域主権改革｣

実現 の ため に市場化テ ス トを導入する と位置づ けて い る ｡ さ ら に ､ 市場化

テ ス トは行政 の守備範囲 - 責任領域 にお い て行うも の であり ､ 行政 の 守備

範囲の外側 に出 して民間に任 せ る民営化とは全く異なるとして おり ､ こ れ

らの点は国とは異なる大阪府独自 の理念が示され て い る ｡

この ような位置づけから ､ 市場化テ ス ト の村象事業及び業務執行の考え

方は次 の と おりとなる ｡

(1) 対象事業は下記の事業を除く事業とする ｡

ア . 法令の 規定に妄り民間 - の 委託が禁止され て い る も の

イ . 行政責任の 中心をなすもの

(7) 基幹的意思決定業務
一 予算調製 ､ 条例等の制定､ 重要な計画等を

伴う基本的な行政として の意思決定事務

(j) 業務の性質上 ､ 府が自ら主体とな っ て直接に実施する こ とが必要
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な業務

a . 私人 の権利義務に直接か つ 強度の制限等を及ぼす公権力の行使

た当たる事務 ･ 事業

b . そ の 性質上 ､ 大阪府が自ら の名 に お い て行わなければ成立しな

い 事務 ･ 事業

c . 災害等の重大な危機管理 に直結し直接大阪府の責任で実施する

こ と が必要な事業

* こ の 3 つ の 要件は ､ 独立行政法人通則法1 条に規定する ｢ 国が

自ら主体とな っ て直接に実施する必要｣ と い う要件に関す る ､

平成 9 年12 月 3 日の行政改革会議最終報告に基本的に準拠

(ウ) 民間委託に係る業務の指導
･ 監督業務

り . 個別判断項目 一 安定的 ･ 継続的な行政サ
ー ビ ス の提供に重大な支障

を生じる事務 ･ 事業

(2) 市場化テ ス トは行政 の責任領域で行う. もの である こ とか ら ､ 委託者 の

選定か ら委託後の指導監督まで の全過程でサ
ー ビ ス 水準が確保され る よ

う ､ モ ニ タ リ ン グを行うな ど管理 に万全を期すこととし ､ 民 間事業者等

が落札 した場合には ､ (7)
⊥
定期間の事業移行習熟期間を設ける ､ 抑大阪

府によ る事務引継ぎ､ 実務指導､ 研修等の場を設ける ､ (ウ)落札業者の 要

請等により
一

定期間大阪府職員を派遣する と い っ た法制度も含め て検討

する ｡

(3) 民間事業者等が過度の低賃金により コ ス ト面 で の優位性を追求しな い

よう ､ 落札者の 決定は原則として総合評価競争入札方式によ っ て行う こ

~ と が望まし い ｡ 一 必要な行政サ
ー ビ ス 水準の量的 ･ 質的維持

(4) 民間事業者等が落札 した場合には ､ そ の 事業に従事して い た職員は配

置転換するなどに より対応

大阪府の ガ イ ドライ ン は行政責任を明確に し､ 市場化テ ス トの対象事莱

･ 除外事業を区分した点は国の ガイ ドライ ン より余程整理されたも の にな
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っ て い る と言える ｡ しか し ､ 行政責任堅持原則を言うあまり ､ 民 間事業者

等が落札した場合の措置は市場化テ ス トの概念を超えるも の で あり ､ 第三

セ ク タ ー に近似する措置も見られ る と こ ろ であ る ｡

国の ガイ ドラ イ ン ( 規制改革 ･ 民間開放推進会議作成) と大阪府の ガイ

ドライ ン を比較すると ､ 様々 な違 い に気づく ｡ 国の ガイ ドラ イ ン は市場化

テ ス ト対象事業からの 除外事業を明示せず､ 検討村象はす べ て の官業と し

た上 ､ 民 間事業者から の提案を各府省が不採用とする場合は ､ 官からその

論拠と客観的デ ー タ を示させ ､ しかも第三者機関の評価を受けさ せ る と い

う手法をとる ｡ こ の 場合､ 第三者機関 の構成は大きな意味を持ち ､ 本来官

が責任を持つ べ き領域ま で民間開放され て しまう危険性を伴う｡ さ ら に ､

数値目標は こ の ような場合に設定す べ きも の であ ろうか ｡ 官の責任分野に

対する本質的議論を行われなければならな い はずで ある ｡ また ､ 官業 の コ

ス ト等 の包括的 訓育報開示が求められ て い る が ､ 民 間事業者が落札した後

の ､ 再度の 入札 の場合 は民間事業者の情報公開はど の よう に取り扱われ る

の で あろうか ｡ 大阪府も民間事業者の情報公開には直接触れ て い な い もの

の ､ 過度の低賃金に よ る コ ス ト面の優位性に限定した業務 の質に対する危

倶から､ 入札は総合評価競争入札方式 (審査会等の専門的 ･ 技術的評価)

に よ り行う旨を明記して い る ｡ 国 の ガイ ドライ ン は こ れ ら の対策を全く示

さず､ 民 間事業者が行えば業務 の質はよくなるはずと いう先入観にとらわ

れ過ぎて い る と思われ る ｡

また ､ 官 ･ 行政が民間開放 できな い 理由とし て ｢ 公権力 の行使｣ をあげ

る の に対し ､ 規制改革 ･ 民間開放推進会議はそれを法令上 の 阻害要因と捉

え ､ 法令改正を行 っ て い く と しており ､ どこ まで が行政責任 の範囲か の議

論が行われ て い な い よう に思われ る ｡ 特に契約に条項を織り込ん で い る か

ら ､ 担保可能とする発想は民間企業の現状を考える と短絡的に思われる ｡

市場化テ ス トに関する問題点をあげる と次の とおりである ｡ こ れ は業務

の実施主体が官から民に移 る こ と に より生ずるも の で ､ 市場化テ ス トの み

に固有のもの ば かり で はな い が ､ 市場化テ ス トを進め ､ その 業務執行が国
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民の 理解 ･ 満足を得るため に は解決 して い く べ き課題と思われる ｡

(1) 情報公開

市場化テ ス ト の 入札は官が行うが ､ 官が落札した場合には ､ そ の 業務は

｢行政機関 の保有する情報の公開 に関す る法律｣ ( 以下 ､ ｢ 行政機関情報公

開法｣ と いう ｡) の 対象となり ､ 原則公開とな る の に対 し ､ 民 間事業者が

落札した場合に は現在の制度で は法人情報と して非公開とな っ て く る ｡ 市

場化テ ス ト に かけられた業務に つ い て は ､ 情報公開制度 の対象とす る の が

望まし い と思われるが ､ どこ まで情報公開の対象 ( 開示請求権) を担保し

た仕組みを作れるかが課題である ｡

(2) 個 人情報保護

民間事業者が落札 した場合には ､ こ れま で民間委託 してきた業務以上 に

個人情報保護の仕組みが重要にな る ｡ 従来担当して きた官の 部門はなくな

る こ とが想定されるが ､ どの ような仕組みを作れば個人情報を保護できる

の か の検討が必要である ｡ 個人情報 の流失が相次 い で おり ､ ｢ 個 人情報の

保護に関す る法律｣ に基 づく個人情報取扱事業者として の義務だけで は不

十分と思われ ､ また ､ 単に契約 に基 づく守秘義務も大した抑制にな っ て い

な い ため で ある ｡ 個人情報を流失させた こ と･に つ い て は ､ 結果責任は当然

問われるわけであ る が ､ 情報内容に よ っ て は大きな問題をもたらす こ とも

起 こり得るから である ｡

(3) 行政手続 ･ 裁量統制

例えば ､ 社会保険庁関連の業務を民間事業者が落札した場合 に は行政手

続法 の適用 はな い が ､ それ で業務の公正 ･ 透明性が確保できる の か ｡ 苦情

処理は事後処理で しか な い か ら である ｡ また ､ 民 間事業者の 業務執行過程

に対する統制 の あり方は どうな る の か ｡ 民間事業者 の経営判断に委ね､ 後

は民事訴訟によ る解決となる の か ｡

(4) 談合防止

市場化テ ス ト の導入 に より入札村象業務が こ れま で の 委託業務と異な

り ､ 量的 にも質的にも比較にならな い ほ ど､ 増加する こ とが予想されるが ､



2 8 市場メ カ ニ ズ ム の 活用と自治体民営化 (南)

その場合談合防止 の仕組み(刑事罰 ･ 課徴金な ど) を強化する必要があ る ｡

談合に占め る官製談合 の比率は高い と は言えず､ 民間事業者に対する抑止

効果を働かせ得る仕組みがな い と､ さ らなる公金の無駄遣 い が生 じうるか

ら であ る ｡

(5) 行政 の執行体制

官業の どの範囲ま で市場化テ ス トを行うか ､ 即ち全部か 一

部か で状況は

多少異なると思われ る が ､ それ でも い っ た ん 民間事業者が落札 した業務に

つ い て は ､ 契約期間満了後に再入札を行な っ て も ､ 官に は職員は い な い場

合も想定され る し ､ 業務を行 っ て い な い こ と に よる ノ ウ ハ ウの喪失も予想

され る の で ､ 再 び官で実施する の は事実上困難 であり ､ 実質的 に業務の民

間移管に他ならな い の で はな い か ｡

(6) 国家賠償法 の適用

こ れま で官が実施してきた事業を民間事業者が行うことに より ､ 国家賠

償法が適用されな い 場合が生じ る こ と が予想され る ｡ 民法 の債務不履行 ･

不法行為による救済となるが ､ 損害を十分補填できる の か ｡

3
. 法制度導入 による実施の 推進

市場化テ ス ト に つ い て 法制度を導入する ため ､ ｢ 競争 の導入 に よ る公共

サ
ー ビ ス の 改革 に関する法律 ( 以下 ､ ｢ 競争導入法｣ と いう ｡)｣ 案が ､ 平

成18 年2 月10 日 に第16 4 国会に提出 さ れ ､ 同年5 月26 日 に 可決成立 した

( 6 月 2 日公布) ｡

競争導入法の特徴は次 の とおりであ る ｡

(1) 実施主体は ､ 国の行政機関等 ( 独立行政法人
･

特殊法人等を含む) と

地方公共団体であ る が ､ 地方公共団体は ｢実施する場合に は｣ とし､ 法

律 に よ る直接の義務付け対象とは して い な い ( 1 条､ 2 条 1 ･ 2 項､ 5

条) ｡ しか し ､ 地方公共団体が実施する場合 に は ､ 国 の行政機関等に準

じた詳細な規定を競争導入法に定め て おり ( 8 条､ 1 6 - 1 9 条) ､ こ れ は
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行政手続法や行政機関情報公開法等が地方公共団体 の実施を努力義務と

し ､ 地方分権を尊重 した の と異な る点であ る ｡

(2) 競争の 手法として ､ 官民競争入札と民間競争入札があげられ て おり( 4

･ 5 条) ､ 官業 の 開放と い う点で は同じ である が ､ 後者 は業務を完全 に

民間事業者に委譲する こ と になる ｡

(3) 国の行政機関等の長等が対象公共サ
ー ビス の詳細な内容及び確保され

る べ き質､ 入札参加資格 ､ 実施者決定の ため の 評価基準な どを定め る実

施要項を策定する こ と と して おり ( 9 条 ､ 1 4 条) ､ 入札参加者は申込 に

あた っ て 金額だけで なく ､ 対象公共サ
ー ビ ス の 質の 維持向上 に関す る措

置を含む具体的な実施体制 ･ 実施方法を記載する こ と とさ れ て い る (ll

条 ･ 1 5 条) ｡

(4) 国の行政機関等 の長等に よる民間事業者の行う公共サ
ー ビ ス の 適正か

つ確実な実施を確保する ため の報告徴収 ･ 立ち入り検査など の監督権限

が規定され て い る が (2 6 ･ 2 7 条) ､ 民 間事業者 の 積極的情報開示を制度

的に規定したも の で はな い ｡

(5) 民間事業者で公共サ
ー ビ ス に従事する者は守秘義務が課され る と共

に ､ 刑法等 の罰則適用 に つ い て は ､ みな し公務員とされ る (2 5 条) ｡

(6) 内閣府に官民競争入札等監理委員会を設け (3 7 条) ､ 内閣総理大臣が

公共サ ー ビ ス 改革基本方針案を定めるとき ､ 行政機関等の 長等が実施要

項を定めるときや落札者決定の た め の 評価を行うときな どは委員会 の議

を経る こ と と さ れ て おり ( 7 条6 項 ､ 9 条 5 項､ 1 2 条､ 1 5 条) ､ 第三者

機関に強 い チ ェ ッ ク機能を持たせ て い る ｡ 地方公共団体が実施する場合

にも ､ 同様 の機能を持 つ 審議会そ の他 の合議制 の機関を条例で直く こと

とされ て い る (4 7 条) ｡

(7) 官民競争入札 により民間事業者が実施する こ と にな っ た公共サ ー ビ ス

従事 の公務員を ､ 定員 の範囲内で他 の官職任用促進等の措置を努力義務

とし て い る (24 条) ｡ しか し ､ 官民競争入札 に限定せず ､ 民 間競争入札

にお い て も同様 の措置が必要である し ､ 努力義務に留めた の は公務員削
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減の狙 い が
一

方に ある ように思われる ｡

(8) 民間事業者が落札した場合に ､ 任命権者等の 要請に応じて当該公共サ

ー ビス を実施する民間事業者に使用される ため国家公務員を退職 (特定

退職) した者が公務員として再任用された場合は ､ 退職手当は引き続き

在職 したも の と みなされる こ と と さ れ て おり (3 1 条) ､ 担当業務を失う

公務員 の みならず民間事業者の便宜も図 っ た規定が設けられ て い る ｡

(9) 対象とな る公共サ ー ビス の 範囲 の見直し の規定はあるが ( 7 条2 項3

号) ､ あ ら か じめ対象業務選定の基準を設け ､ 区分け ･ 分類し て おく こ

と は行われ て い な い ｡

(10) 国 の行政機関等の長等が官民競争入札等を行う特定公共サ ー ビス と し

て ､ 公共職業安定所の業務と国民年金保険料の収納業務があげられ て い

る が (3 2 - 3 3 条) ､ 年金保険料に つ い て は保険料滞納事実の 通知や納付

の勧奨 ･ 請求な どに留ま っ て い る ｡

(ll) 地方公共団体が官民競争入札等 の対象に でき る業務と して (3 4 条) ､

①戸籍謄本等の交付請求の受付及び引渡し ､ (要地方税法に定める納税証

明書交付請求の受付及び引渡し､ ③住民票 の写し等 の交付請求の受付及

び引渡し ､ ④印鑑登録証明書の 交付請求の受付及び引渡しなどがあげら

れ て い る ｡

市場化テ ス ト は官から民 へ の事業移管を加速させるため の横断的手法と

いう位置づけ であり ､ 今後対象が増加して い く と考えられ る が ､ 以上 にあ

げた内容を有する競争導入法を見る限り ､ ｢ 2 . 自治体における市場化テ

ス トの 取り組み｣ で指摘した問題点に は十分答えて い な い と思われる ｡

Ⅵ . まと め

自治体民営化は従来 の警備や清掃な どの
一

部業務の み中心 の委託から ､

管理運営も民間が行う委託方式に広が っ て き て い る が ､ 現在はさらに法令
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等の 制度的阻害要因に より実施できな い 業務 の委託 ( ア ウ ト ソ
ー シ ン グ)

･ 民 間 へ の 業務の 移管が議論される に至 っ て い る ｡ 事務事業の民営化は行

政改革 ･ 規制緩和 の観点から198 0 年代以降､ 推進され て い く が ､ 民間委託

は行政改革会議 の最終報告 ( 平成 9 年12 月 3 日) で ､ 従来の個 々 の業務に

おける部分的委託 の み で はなく ､ 包括的委託 の積極的採用と民間委託の効

率性検証の 必要性が言及され て い る ｡ そ の後 ､ ｢ 規制改革 ･ 民 間開放推進

3 か年計画｣ ( 平成16 年3 月19 日閣議決定) で は ､ 公共 サ ー ビ ス 分野 に お

ける国の事務 ･ 事業の 民営化 の推進な どが述 べ られ ､ 国は自治体に対して

も ､ 地方分権 の精神を尊重 し つ つ も積極的に取り組む よう要請する こ と と

さ れ て い る ｡ 特に ､ こ の 中で ､ 市場化テ ス ト導入と数値目標設定に つ い て

の調査 ･ 研究が述 べ られ て い る が ､ 市場化 テ ス トはイ ギ リ ス で 民間委託を

導入する際 に検討された選択肢 の
一

つ で
､ 業務の廃止 ､ 内部リ ス ト ラ ､ 民

営化と共に適切 な業務形態を判断する ため に行われ て い る ｡ N P M の 特徴

の
一

つ で あ る市場メ カ ニ ズ ム を活用す る た め ､ サ
ー ビ ス 僕給主体を厳格に

テ ス トする手法と して使用され て い る の で ある
(30)
｡

ま た ､ 地域再生本部に よ る ｢ 地域再生 の今後の 進め方に つ い て｣ (平成

15 年10 月24 日) で は ､ 国が行政サ ー ビ ス の ア ウ ト ソ
ー シ ン グ 阻害要因に対

す る適切な対策を講じる こ と な どにより ､ 自治体の ア ウ ト ソ ー シ ン グを促

進さ せ る こ とが唱われ て い る が ､ .行政サ
ー ビス 提供 の執行権限 の民間委譲

に より顧客サ
ー ビス の 向上 に つ な がるも の で あ る ｡ そ して ､ ｢ 地域再生推

進 の た め の プ ロ グ ラ ム｣ で は ､ ア ウ ト ソ ー シ ン グ の 促進と P FI 事業の 積

極的活用が述 べ られ て い る ｡

民間委託 ( ア ウ ト ソ ー シ ン グ) に つ い て は ､ N P M と い う位置づ けで は

なく ､ 行政改革 ･ 行政機能の減量化 ･ 経費節減と いう観点から多く の自治

体で行われ て きたが ､ 現在は市場メ カ ニ ズ ム の活用 ( 民間開放 ･ 民 間事業

者の健全な形 で の ビ ジネス 展開) と いう N P M 的な観点に変わ っ て き て い

る ｡

P F I 事業に つ い て は ､ 上記に指摘され る 問題点もあり ､ 十分取り組み が
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進 ん で い る と は言えな い ｡ 特 に ､ N P M の 特徴のうち ､ 業績 ･ 成果 の重視

は重要な項目であり ､ V F M の 達成が明確で な い な らば､ 経済性
･ 効率性

･ 有効性 ･ サ
ー ビ ス の 質及び財政上 の成果により行われる測定評価が十分

でな い こ と に な る ｡

N P M の 特徴であ る顧客主義 へ の 転換と いう こ と にな る と ､ ア ウ ト カ ム

として の 顧客の満足度を測定する こ とが必要にな っ て くる が ､ 顧客と いう

とらえ方の
一

面性が指摘され て い る ｡ 顧客を過度に強調し過ぎると政府 ･

公共部門 の政策形成機能や ､ そ こ に果たす住民の主体的役割が軽視される

こ と になりかねな い
(31)
｡ 自治体 に お い て は顧客満足度の測定があまり行わ

れ て い な い が ､ 施策に対す る満足度の測定基準 ･ 方法が確立さ
■

れ て い な い

こ と に よる だ ろう ｡

こ の よう に ､ N P M 理論は自治体経営 の面 で有効な手法を提供するも の

であるが ､ 官僚制の弊害を過度に重視する余り ､ 市場メ カ ニ ズ ム の活用 に

偏 っ た政策は公共的価値 の確保 ･ 国民 の権利擁護の点から慎重に検討 ･ 選

択する必要があ る と思われる ｡

最後に ､ こ れ まで官業とされ てきた業務の中 で行政が責任を負う べ き領

域 ､ 責任の負 い 方をどう考える の か ｡ 民 間事業者に委ねる場合でも､ どの

ような監視体制 ･ チ ェ ッ ク シ ス テ ム を構築す べ きか の議論をきちん と行 っ

た 上 で民営化を進め る べ きである ｡

国 ･ 地方を通じた財政 の危機的状況 の中 で ､ マ ク ロ と して の民営化は必

要で ある が ､ こ れま で築き上 げられ て きた国民 の権利を保障するため の枠

組みが後退させられ る こ とはあ っ て は な らな い こ と であり ､ 民営化に伴う

負 の部分を補えるような制度設計が望まれ る ｡
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< 注 >

3 3

( 1 ) 大住荘四郎他共著 『日本型 N P M 一

行政の 経営改革 - の 挑戦』( ぎ ょ うせ

い ､ 2 0 03) 1 70 -

1 73 頁 ｡ 村松岐夫 ･ 稲継裕昭編著 『包括的地方自治ガ バ ナ ン

ス 改革』(東洋経済新報社 ､ 20 0 3) 1 2 1 -

12 3 ･ 1 2 9 - 13 0 ･ 1 3 3 頁 ｡ なお ､ N P M

論自体 の 変貌 と行政手法に おける N P M 論 の 反映 に つ い て は ､ 南真二 ｢N P M

と新 しい 管理手法 一

自然再生推進法を例と して｣ 山村恒年編 『新公 共管理 シ

ス テ ム と行政法』(信山社出版 ､ 2 00 4) 2 12 - 2 3 6 頁参照 ｡

( 2 ) 晴山 -

穂 ｢ 民営化 ･ 規制緩和 と行政法
一

日本 の 場合｣ 東 ア ジ ア行政法学会

第5 回学術総会 (2 00 2) 2 86 - 29 0 頁で は ､ 行政法理論に与える影響と して(7)

｢ 行政機関｣ 概念､ 特 に行政処分 と 一 体に捉えられ て きた ｢行 政庁｣ 概念の

再検討の 必要性 ､ (j) 公務貞制度の 存在理由 にま で 遡 っ た再検討の 必要性 ､ (ウ)

行政手続法 ･ 情報公開法の解釈 ･ 立法論上 の 課題 へ の 影響､ ( 1)地方自治 ･ 地

方分権改革実施の脈絡 と限界 の 認識 ､ 帥行政行為理論の 再検討 (許認可等の

相対的比重 の 低下 と より緩 い 行為形式 ･ 契約手法 へ の 移行) ､ (A)行政指導の

意義 ･ 役割と法的統制の あり方 (規制的行政指導に対す る法治主義の 観点か

らの 批判) ､ (辛)裁量統制論の新たな特徴 (民主 的統制 - 規制緩和) ､ (ク)行政訴

訟 制度の位置 づ けの 変化 (権利保護 ･ 行 政統制 - 規制緩和 の ｢受け皿｣) ､ (>)

国家賠償 の 範囲の 限定の危倶 ､ ( コ)規制権限不行使 に対する 国の 責任 の 否定 ･

限定方向 へ の 作用 があ げら れて い る ｡ 晴山は ､ ｢ 国民の 権利の 保 障､ 国民 の

福祉 の 実現｣ と い う ｢ 行政 の 公共性｣ の 観点に 立ち ､ ｢ 民間企業活力 の 可 能

な限りの発揮を至上 の 価値｣ とみ なす民活論や最近の 行政改革の動きを批判

して い る -

晴山
-

穂 『行 政法の 変容と行政 の 公共性』(法律文化社 ､ 2 00 4)

1 8 5
･ 188 ･

2 0 5
-

20 7 頁 ｡ 他に ､ 塩野宏『法治主義 の 諸相(行政法研究7 巻)』

(有斐閣 ､ 20 01) 95 -

1 01 頁 ｡

( 3 ) 内閣府 一

規制改革 ･ 民間開放推進会議 ｢
"

市場化テ ス ト
'

( 官民競争入札制

度) に 関す る ガ イ ドライ ン｣ ( 平成1 6 年1 1 月2 2 日) 及 び ｢ 規制改革 ･

民 間 開

放推進3 か年計画 (改定)｣ ( 平成1 7 年3 月2 5 日閣議決定) ｡

( 4 ) 第1 63 国会で 成立 した郵政 民営化法等の他､ 平成1 7 年1 0 月1 5 日及 び平成1 7

年4 月2 6 日 日本経済新聞朝刊参照 ｡ ドイ ツ の 郵便事業の例 に つ い て は ､ 米丸

恒治 ｢ ドイ ツ に お ける民営化と公共性の確保 一

連邦郵便の民営化と ユ ニ バ ー

サ ル ･ サ ー ビ ス 保障
- ｣ 原 野勉 ･ 浜川清 ･ 晴山

-

穂編 『民営化 と公共性の 確

保』(法律文化社 ､ 2 0 03) 2 11 -

2 3 8 頁 ｡

( 5 ) 大住荘 四郎編著 『行政経営の 基礎知識50』(東京法令出版 ､ 200 1) 44
-

4 5

頁｡ 国土交通省国土交通政策研究所 『N e w P u blic M a n a g e m e n t - 歴史的展

開と基礎理論』(2 0 02) 34 -

3 5 頁 ｡

( 6 ) 19 8 0 年代以 降の 民間活力活用 ･ 規制緩和 の 諸方策と行政法理論 へ の 影響 に
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つ い て は ､ 前掲､ 晴山
-

穂 『行政法の 変容 と行政 の公共性』95 -

13 3 頁参照 ｡

公的規制を評価す る基準と して は ､ 市場原理 の 他 に社会的公正 の観点が必要

とするも の に ､ 古城誠 ｢ 公的規制 と市場原理｣ 公法研究6 0 号 (1 9 98) 1 22
-

1 23 頁 ｡

( 7 ) 総務庁 ( 現総務省) ｢ 規制緩和自書の あらま し｣ (h tt p : / / w w w .
n p b .g o .j p /

j a/ b o o k s / w hit e p a p e r/ a r a c o n t e n t s / kis ei/ 0 1 03 0 7/ sir yO 3 07 .
h t m ) ｡

( 8 ) 原野 勉 ｢民営化問題と
"

規制緩和
"

｣ 前掲 ､ 原野勉 ･ 浜川清 ･ 晴山
-

穂編

『民営化 と公共性の確保』 41
-

4 3 頁 ｡

( 9 ) 宮川公男 ･ 山本清編著『パブリ ッ ク
･ ガ バ ナ ン ス』( 日本経済評論社 ､ 2 00 2)

189 - 1 92 頁｡ 他 に ､ h tt p : / / 19 3 . 5 1 . 6 5 . 78 / p u m a/ r e g r ef/ ri a .h t m ｡

(1 0) 地域 再 生本部 の 設 置 に つ い て (h t t p : / / w w ふ,k a n t ei . g o .j p /j p / sin gi /tiik
-

i s ai s ei/ k o n k y o .h t m l) .

(l l) 金子地 域再生担当大臣 ｢地域再生 に向けた取組み に つ い て｣ ( 平成1 5 年1 1

月2 6 日) ｡

( 12) 平成1 6 年 5 月 の 地域再生計画 ( 第 1 回認定) の 申請受付結果で は ､ 地域再

生計画申請数は2 14 件と な っ て お り､ 同時 に計画申請さ れ た構造改革特別区

域計画 (第5 回認定) 申請 の81 件と合 わせ る と ､ 合計数 は2 9 5 件 で ある ｡ こ

の 時申請さ れた地域再生計画の 特徴 と して は ､ 補助対象施設の 目的外使用 へ

の 転換が 目立 っ て い る と い う (平成1 6 年 5 月18 日神戸新聞夕刊) ｡ ま た ､ 平

成1 6 年12 月 の 地域再生計画第2 回認定で は3 6 件が ､ 構造改革特別区域計画第

6 回分9 0件と同時に認定され て い る (内閣府構造改革特区 ･ 地域再生担当室

平成16 年1 2 月 1 日報道資料) ｡

(1 3) 八代尚宏 ｢構造改革特区の 意義と課題｣ 月刊自治 フ ォ
ー

ラ ム V ol . 528 ( 2

oo 3) 2 -

3 頁｡ 白石賢 ｢特 区法成立 過程 か らみ た今後の 立法の あり方｣ 月

刊自治 フ ォ ー

ラ ム V ol . 5 2 8 ( 20 0 3) 14 - 1 9 頁｡ 構造改革特区の 制度と問題点

に つ い て 詳述 したもの に ､ 恩地 紀代子 ｢ 構造改革特区法の 問題点｣ 前掲 『新

公共管理 シ ス テ ム と行政法』2 3 7 - 3 55 頁｡

(1 4) ｢ 地域再生 構想の 応募に あた っ て｣ 留意事項 (内閣官房地域再生 推進室平

成1 5 年12 月1 9 日通知) ｡ なお ､ 地域再生 の 取り組み等に つ い て は ､ ｢ 地域再生

の 取組が強化さ れます｣ 時の 動き2 0 0 5 . 3 ､
1 2

-

1 8 頁及び ｢ 地域主導の
"

地

域再生
"

を実現しよう｣ 時の動き2 0 04 . 4 ､ 2
-

9 頁参照｡ また ､ 特定地域

再生事業会社 に つ い て は ､ 平成1 7 年 1 月16 日神戸新聞朝刊及び平成1 7年 3 月

15 日 日本経済新聞朝刊参照｡

(1 5) 平成1 5 年11 月内閣府 ｢ 行政サ
ー

ビス の 民間委託 ( ア ウ トソ ー

シ ン グ) に 関

す る調査｣ に よ れば ､ ア ウ ト ソ
ー

シ ン グ の 実績がある都道府県 ･ 市 ･ 特別区

は 回答 の7 5 . 6
0
/. ､ 平成1 3 年度以 降に新た に ア ウ ト ソ

ー

シ ン グを行 っ た のも68 .

9 % に達 して い る ｡
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(1 6) ア メ リ カ の 行政予算管理局 (O ffic e of M a n a g e m e n t a n d B u d g et) の 通

達 であ る CI R C U L A R N o . A - 76 で は政府固有業務(I n b e r e n tl y G o v e r n m e n t al

A cti vitie s) の例 と して 2 類型 に分 け､ (7)統治行為そ の も の (t h e e x e r ci s e of

s o v e r eig n g o v e r m e n t a u t h o rit y) ､ (j)金銭の 取引や給付の 監視 に 関連 した手

続や過程の 確立 (t h e e s t a blis h m e n t of p r o c e d u r e s a n d p r o c e s s e s r el at e d

t o t h e o v e r sig h t m o n e t a r y t r a n s a c ti o n s o r e n title m e n t s) があげら れ､ 例

として ､ ①契約 ･ 政策 ･ 規制 ･ 承諾 ･ 命令な どによ っ て アメ リ カ政府の 行為

を制約する もの ､ ②軍事力や外交 ､ 民事 ･ 刑事手続､ 契約管理 な どに よ っ て ､

経済的 ･ 政 治的 ･ 領土 的な財産や権利 を ､ 決定 ･ 保護 ･ 増大させ る行為､ ③

個人 の 生命､ 自由 ､ 財産 に重大 な影響を及 ぼす行為 ､ ④連邦資金の 調達 ･ 管

理 ･ 支出 に関する政 策 ･ 手続の 決定を含む ､ ア メ リ カ 合衆国の 財産の 取得 ･

使用 ･ 処分に対する究極 の権利行使 があげられ て い る (h tt p : / / w w w . w hit e -

h o u s e . g o v / o m b / cir c ul a r s / aO 76 / a 76
_
i n cl
_
t e c h

_
c …) ｡ 参照 一

本 間正 明 監修 ･

著 ､ 市場化テ ス ト研究会著 『概説 ･ 市場化 テ ス ト 一 宮民競争の 時代』( N T T

出版 ､ 2 0 0 5) 1 48 - 1 49 頁 ｡ そ の 他 ､ ア メ リ カ に お ける 政府 固有機能 (i n h e r -

e n tly G o v e r n m e n t al f u n c ti o n) の 定義に関す る議論 に つ い て は ､ 比山節男

｢ 米国に おける民営化と政府固有機能｣ 前掲 ､ 原野勉 ･

浜川清 ･ 晴山
-

穂編

『民営化と公 共性の確保』1 6 5 - 17 3 頁 ｡

(1 7) 前掲 ｢行政 サ ー ビス の民間委託 ( ア ウ ト ソ ー シ ン グ) に 関する調査｣ ヒ ア

リ ン グ概要よ り｡

(1 8) 志木市役所ホ ー ム ペ ー ジ ( h tt p : / / w w w . cit y .s hiki .s ait a m a .j p /) ｡ 原 田隆
一

｢ 志木市の行政 パ ー トナ ー 構想 - 地方自立計画を導入｣ 地方自治職員研修2 0

03 . 2 , 3 9 頁｡

( 1 9) 自治実務セ ミ ナ ー

V ol . 4 1 , N o . ll (2 0 0 2) 1 7 頁｡

( 2 0) 指定機関 ･ 指定法人 に よる行政権限行使 な ど､ 機能的規制 の 類型 を分類

し ､ 問題 点を指摘 したもの に ､ 米丸恒治 ｢ 公的規制と
"

私的
"

規制
一

公的規

制 の 機能的把握と そ の 法的統制｣ 公法研究60 号 (1 99 8) 1 6 7 -

1 7 8 貢がある ｡

なお ､ 少年法に 基 づく補導委託中の受託者 ( 私人) の行為は国家賠償法上 は

公権力の 行使に あたる として 損害賠償が認め られたもの に ､ 浦和地裁平成8

年 2 月2 1 日判決がある (判例時報1 59 0 号1 14 頁 ､ 評論 一

判例時報1 6 03 号1 8 9 頁

交告尚史) ｡ 市 の 委託に より社会福祉法人経営 の 精神薄弱者収容授産施設 に

収容中の 者の 死亡事故 につ き ､ 国家賠償責任を認め たもの に ､ 広島地裁福山

支部昭和54 年 6 月2 2 日判決がある (判例時報94 7号10 1 頁) ｡

最近の文献で は ､ 米丸恒治 ｢
"

氏
"

に よ る権力行使 一

私人 に よ る権力行使

の 諸相 とそ の法的統制｣ ､ 北村和生 ｢
"

氏
"

に よ る行政執行と国家賠償｣ ､ い

ずれも小林武 ･ 見上崇洋 ･ 安本典夫編 『新 た な公共性の 再構築 -

"

氏
"

に よ

る行政』 所収 (法律文化社 ､ 2 00 5) が参考に なる ｡
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(2 1) 大田市の 例 に つ い て は ､ 杉田走大 ･ 光多長温 ･ 美原融編著 『21 世紀の行政

モ デル
･ 日本版 P P P (公共サ

ー ビス の 民間開放) 』(東京リ ー ガル マ イ ン ド､

2 0 02) 1 49 -

16 6 頁 ｡

( 2 2) ｢ 新た な制度 (官民連携等に つ い て)｣ 厚生 労働省健康局水道課 ･ 第 5 回水

道 ビ ジ ョ ン 検討会資料 ｡ ジ ャ パ ン ウ オ
ー タ ー ･ 日本 ヘ ル ス 工 業 ･ 三菱商事

(h tt p : / / w w w , nik ki . n ej p / n e w s/ 1 03 0 86 .h t m l) 他 ｡

(2 3) 公共サ ー ビス の 民間化 一 公民 パ ー トナ ー シ ッ プ(P P P) の 展開 V ol . 2 ( h tt p :

/ / w w w .d bj . g o .j p / h o k k aid o / r e p o rt /0 2 0 7 p p p v o12 . b t m l) ｡

(2 4) 総合研 究開発機構 『N P M ( ニ ュ
ー ･ パ ブリ ッ ク ･ マ ネ ー ジメ ン ト) 手法

の 地方自治体 へ の 導入』 7 ･

4 6
･

61
-

63 頁 ｡

( 2 5) p FI 推進委員会第1 回結合部会配布資料 ･ P F I 事業に 関す る 統計 デ ー タ

( 平成1 5 年1 1 月30 日現在) ｡

( 26) ｢ 地方公共団体が P F I 事業を実施する際 の 国の 補助金等の 適用状況に つ い

て ( 平成1 4 年度当初予算成立時点現在)｣ 平成14 年9 月内閣府資料 ｡

(2 7) 秋 田芳 巳｢ 神奈川県に おける P F I 事業 へ の 取組｣ 月刊自治 フ ォ
ー

ラ ム V ol .

520 (20 0 3) 4 1 - 43 頁 ｡ 光多長温｢ 公共投資の新たな方式
-

P FI 方式か ら P P P

方式 - ｣ 月刊自治 フ ォ ー

ラ ム V ol . 52 0 ( 2 00 3) 1 9 - 20 頁 ｡ 前掲 ､『N P M ( ニ

ュ
ー ･ パ ブリ ッ ク ･ マ ネ

ー ジメ ン ト) 手法の 地方自治体 - の 導入』1 0 5 - 10 8

頁 ｡ 事業者選定方式に おける 問題点 に つ い て は ､ 猪野積 ｢ 地方公共団体 にお

け る P F I 事業の 現状 と 課題｣ 自治研 究8 0 巻 3 号 (2 00 4) 5 8
- 6 3 ･ 71

-

7 5 頁

も参考に なる ｡ 他 に ､ 相木昇監修､ 美原融 ･ 赤羽貴 ･ 日本政策投資銀行P F I

チ ー ム 編著 『p F I 実務 の エ ッ セ ン ス』( 有斐閣 ､ 20 0 4) 30 - 4 2 ､ 5 7 - 71 頁 ｡

(28) ｢ V F M ( V al u e f o r M o n e y) に関す る ガイ ドライ ン｣ ( 平成13 年7 月2 7 日)

-

p F I 推進委員会 ｡ 日本の 自治体 の 公会計の 現状 と 問題点 に つ い て は ､ 白

川
一 郎 ･ 富士通総研経済研究所編著『N P M に よ る 自治体改革 一 日本型 ニ ュ

ー パ ブリ ッ ク マ ネ ジメ ン ト の展開』(経済産業調査会 ､ 20 0 1) 1 4 0 - 1 5 8 ･ 190

-

1 9 4
･

23 7
-

2 4 9 頁｡ 編集代表森 田朗 『シ リ
ー ズ図説

.

地 方分権 と自治体改

革4
-

政策形成 ･ 政 策法務 ･ 政 策評価』(東京法令出版 ､ 20 0 0) 1 3 4 - 1 6 7 頁

参照 ｡ 前掲 ､ 『N P M ( ニ ュ ー ･ パ ブリ ッ ク ･ セ ネ - ジメ ン ト) 手法の 地方自

治体 へ の 導入』 48 ･ 6 5 ･

8 8
･

9 0 - 91
･ 1 0 6 頁 ｡

(2 9) 市場化 の試み を行 っ て い る ア メ リ カ の イ ン デ ィ ア ナ ポリス 市で は ､ 市場化

の 前提要件の 中 に ｢人命や住民生活の 根本的な こ と に係る 業務 ･ サ ー ビ ス は

市場化 の 対象外とする｣ こ とを 明記 して い る ｡ ま た ､ 外部委託 を実施したモ

ン ゴメ リ ー ･ カ ウ ン テ ィ の 場合 ､ 夜間 バ ス 車両整備椎持管理 の 外部秦託後

に ､ 契約業者に よ る 目標費用額の 超過な どの 理 由で再度 カ ウ ン テ ィ に業務を

戻 した例 があり ､ 外部委託よ り費用 の 節減も見込まれ る と の 結論も得られ た

との こ とで ある(前掲 ､ 大住荘四郎編著『行政経営の基礎知識50』54 - 5 6 頁) ｡
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(3 0) 前掲 ､ 大住荘四郎編著 『行政経営の 基礎知識50』 5 8 -

5 9 頁 ｡ 前掲 ､ 大住荘

四郎他共著『日本型 N P M 一

行政の 経営改革 へ の 挑戦』2 31
-

2 3 2 頁 ｡ 前掲 ､

白川
一

郎 ･

富士通総研経済研究所編著 『N P M に よ る自治体改革 一 日本型 ニ

ュ
ー パ ブリ ッ ク マ ネジメ ン トの 展開』 64 頁 ｡

(3 1) 前掲 ､ 村松 岐夫 ･ 稲継裕昭編著 『包括 的地方自治 ガ バ ナ ン ス 改革』1 2 7 ･

1 7 2 - 1 73 頁｡ 大住荘四郎｢ 参加 ･ 協働型 N P M ( N e w P u blic M a n a g e m e n t) ｣

2 1 世紀ひょう ご V ol . 9 0 (2 00 4) 2 9 頁 は ｢市場メ カ ニ ズ ム を強調 した改革は ､

日本 で は難 しい の で はな い か｡ む しろ ､ 執行 の マ ネジメ ン トの
一

形態と して ､

あ る い は顧 客選択 の 仕 組み と し て 補 完的 に 活用 す る ほ う が現 実的 で あ ろ

う ｡｣ と して い る ｡




